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業務の適正を確保するための体制
及び当該体制の運用状況の概要
株主資本等変動計算書
計算書類の個別注記表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

株式会社イントラスト

事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の
概要」、計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につき
ましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載
することにより株主の皆様に提供しております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
１．業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、そ
の他業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおり
であります。

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
行動規範に基づきコンプライアンス規程を制定し、取締役及び使用人の職務

執行が法令・定款等を遵守することを徹底するものとする。また、代表取締役
を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会において、リスク及びコンプ
ライアンス全般に関する事項について評価・検討を行うことにより、内部統制
の構築及び維持向上を図るものとする。併せて、代表取締役直属の組織として
内部監査室を設け、各部門の業務執行及びコンプライアンスの状況等について、
定期的な監査を実施し、その結果を常勤監査役と連携するとともに、代表取締
役に報告するものとする。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報の取扱いは、文書管理規程に基づき、総務部を

主管部署として、適切に保存及び管理するものとする。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理規程を制定し、当社の損失の最小化を図る体制を構築・運用する

ものとする。また、代表取締役を委員長とするリスク・コンプライアンス委員
会において、リスクを評価するとともに、リスクの回避及び軽減策等のリスク
管理体制の評価を実施するものとする。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、取締役の業務執行の効率化を実現するため、組織、業務分掌、職務

権限等を定めた各種規程を定めるものとする。また、定時取締役会を毎月１回、
また臨時取締役会を必要に応じて開催し、迅速な意思決定が行える体制を構築
するものとする。

（5）株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を
確保するための体制
当社の行動規範のみならず、親会社であるプレステージ・インターナショナ

ルグループの行動規範に準拠するものとする。また、当社が、将来子会社等を
設置する場合には、当該子会社を含めたグループ会社の内部統制の有効性及び
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妥当性を確保するため、必要な管理規程を制定し、必要な体制を整備するもの
とする。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項
監査役が職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、要請に応じて監査

役の業務補助のための使用人を置くこととし、その人事については、監査役と
協議の上、決定するものとする。

（7）前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役からの指示の実効
性に関する事項
監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性を確保するため、当

該使用人への指揮命令は監査役が行うものとし、人事異動・評価等を行う場合
には、予め監査役と協議し、監査役の意見を重視することとする。

（8）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制及びその他監査役の監査が
実効的に行われることを確保するための体制並びに監査役に報告をした者が当
該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制
会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、又はその事実を発見した場合、

役職員が法令若しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそ
れがあると考えられるときは、直ちに監査役に直接報告を行うものとする。ま
た監査役監査規程に基づき、監査役に対する報告事項について実効的かつ機動
的な報告がなされるよう、社内体制の整備を行い、監査役に対しての報告体制
を確立するものとする。さらに、監査役へ報告をした者が当該報告をしたこと
を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため、内部通報制度にお
いては、通報者に対する不利益な取扱いを禁止するものとする。

（9）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役が監査の実施のために生じた費用を請求するときは、監査役の求めに

応じて適切に処理するものとする。

（10）財務報告の信頼性を確保するための体制
財務報告の信頼性及び適正性を確保するため、また金融商品取引法に基づく

適切な内部統制報告書を提出するために必要な体制の整備及び運用を行い、そ
の有効性を定期的に評価し、必要な是正を行っていくものとする。
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（11）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
① 当社は、反社会的勢力に対して取引を含む一切の関係を遮断することを基本
方針とし、これらの実効性を確保するため「反社会的勢力対策規程」を整備す
るとともに、顧問弁護士や警察等外部の専門機関と適宜連携しながら、反社会
的勢力による経営活動への関与や反社会的勢力からの被害を防止するための対
応を行うものとする。
② 反社会的勢力による不当な要求に対しては総務部を対応部署とし、社内外の
関係部署と情報の収集及び情報の共有を図り対処を行うものとする。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

は、次のとおりであります。
（1）定時取締役会を毎月１回、また臨時取締役会を必要に応じて開催しております。

取締役会の開催に際しては、事前に資料を共有するなどの方法により、取締役
会における意思決定と監督の実効性及び効率性を確保しております。

（2）監査役は、監査計画に基づき監査を行うとともに、代表取締役及び他の取締役
と意見交換を実施しております。また、内部監査室及び会計監査人と定期的に
協議を行い、監査内容について意見交換を行っております。

（3）内部監査室は、内部監査計画に基づき、各部署の監査を実施しており、監査の
結果は、その都度、代表取締役に文書で報告されております。

（4）リスク・コンプライアンス委員会を定期的に開催し、リスク管理及びコンプラ
イアンスに関する事項の確認を実施しております。また、内部通報制度を設け、
その結果をリスク・コンプライアンス委員会において報告しております。
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株主資本等変動計算書
（自
至

2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

2021年４月１日 期首残高 1,044,438 831,007 831,007 2,060,607 2,060,607 △127 3,935,926

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △257,109 △257,109 △257,109

当 期 純 利 益 779,777 779,777 779,777

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － 522,667 522,667 － 522,667

2022年３月31日 期末残高 1,044,438 831,007 831,007 2,583,274 2,583,274 △127 4,458,593

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2021年４月１日 期首残高 △2,261 △2,261 － 3,933,664

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △257,109

当 期 純 利 益 779,777

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △8,893 △8,893 7,040 △1,853

事業年度中の変動額合計 △8,893 △8,893 7,040 520,814

2022年３月31日 期末残高 △11,155 △11,155 7,040 4,454,478

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示をしております。
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個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
イ その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法
により算定)
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法
投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２
条第２項により有価証券とみなされるもの)
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持ち分相当額を純額で取り込む方法によっております。

（2）固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産 ……… 主として定率法を採用しております。
(リース資産を除く) 但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３～18年
工具、器具及び備品 ３～15年

② 無形固定資産 ……… 定額法を採用しております。
(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(３～５年)に基づいておりま
す。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を勘案し
て、必要と見込まれる金額を計上しております。
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② 賞与引当金 ……… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき計上しております。

③ 保証履行引当金 ……… 家賃保証等の保証履行による損失に備えるため、
当事業年度末における将来の損失発生見込額を計
上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要なサービスにおける主な履行
義務の内容及び履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は
以下のとおりであります。
① 保証サービス

保証サービスにおいては、主に家賃債務保証、医療費用保証、介護費用保
証、養育費保証を提供しております。これらは保証期間にわたって収益を認
識する方法によっております。

② ソリューションサービス
ソリューションサービスにおいては、主に保証サービスに関連する審査、
未入金案内、債権管理支援といったサービスを提供しております。これらは、
主に月次単位でのサービス提供時点で履行義務が充足されるものと判断して
おり、当該時点で収益を認識しております。

３．会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以
下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財
又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け
取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。この結果、前事業
年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受収益」は、当事業
年度より、「契約負債」に含めて表示しております。その他、計算書類に与える影
響はありません。

（時価の算定に関する会計基準）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以
下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会
計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019
年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等
が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、
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計算書類に与える影響はありません。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳

等に関する事項等の注記を行うこととしました。

４．追加情報に関する注記
新型コロナウイルス感染症の影響について
新型コロナウイルス感染症の影響について、計算書類作成時点までの滞納の
発生状況や回収状況等において、重要な影響は認識されておらず、会計上の見
積りに重要な影響はないと判断しております。
なお、当該影響は、緊急事態宣言下でも通常の事業活動を行えることを前提
にしており、今後新型コロナウイルス感染症が更なる拡大をし、政府や各自治
体から事業や経済活動等に対して強い制限が出た場合、当社の財政状態及び経
営成績に影響を及ぼす可能性があります。

５．会計上の見積りに関する注記
（1）立替債権に対する貸倒引当金の見積り計上
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

貸倒引当金 646,920千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
立替債権のうち、一定の滞納月数を超えておらず、回収不能となる兆候が
個別に見られない立替債権については、一般債権等として、直近１年間の退
去時における未回収実績割合を基礎として算出した回収不能見込額に基づき
貸倒引当金を計上しております。
一定の滞納月数を超え、その支払能力が低下したと判断される場合及び任
意退去した場合には、貸倒懸念債権等特定の債権として、個別に立替残高か
ら回収可能見込額を控除した回収不能見込額に基づき貸倒引当金を計上して
おります。立替債権の回収可能見込額を見積る際には、貸倒懸念債権等特定
の債権に対する過去３年間の回収実績の平均額に個別の保証委託者の状況や
経済環境の変化等の追加情報を加味して算出しております。
見積られた回収不能見込額に関して、保証委託者の状況や経済環境の変化
等の追加情報を評価する結果、貸倒引当金を追加で計上する可能性があると
判断される場合もあります。
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（2）保証履行引当金の見積り計上
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

保証履行引当金 111,696千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
保証履行引当金は、保証契約に定める保証限度額の範囲における追加的な
立替の発生や費用発生の見込額に基づき保証履行による将来の予想損失額を
計上しております。保証履行による追加の立替見込額及び費用発生見込額を
見積る際には、保証委託者の状況、過去の一定期間における回収実績及び保
証終了時の立替累積月数の実績並びに弁護士費用や強制執行に要する追加費
用の発生実績に基づき算出しております。
見積られた予想損失額に関して、保証委託者の状況や経済環境の変化等の
追加情報を評価する結果、保証履行引当金を追加で計上する可能性があると
判断される場合もあります。

６．貸借対照表に関する注記
（1）関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 290千円
短期金銭債務 2,944千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 72,467千円

（3）保証債務
家賃保証等に係る保証極度相当額 284,068,417千円

７．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営業取引高 20,261千円
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８．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項

株式の種類 当 事 業 年 度
期首の株式数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

普 通 株 式 22,357,522株 ― ― 22,357,522株

（2）自己株式に関する事項
株式の種類 当 事 業 年 度

期首の株式数
当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

普 通 株 式 158株 ― ― 158株

（3）配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円) 基 準 日 効力発生日

2021年
５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 122,965 5.50 2021年
３月31日

2021年
６月７日

2021年
10月29日
取締役会

普通株式 利益剰余金 134,144 6.00 2021年
９月30日

2021年
12月６日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度と
なるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円) 基 準 日 効力発生日

2022年
５月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 134,144 6.00 2022年
３月31日

2022年
６月７日

（4）新株予約権等に関する事項
第４回新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式

目的となる株式の数 12,800株

新株予約権の残高 128個

― 9 ―

2022年05月23日 17時46分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



９．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
（繰延税金資産）
貸倒引当金 198,087
保証履行引当金 34,201
資産除去債務 16,240
賞与引当金 15,294
未払事業税 13,606
その他有価証券評価差額金 4,923
その他 11,294
繰延税金資産小計 293,647
評価性引当額 △232,288
繰延税金資産合計 61,358

（繰延税金負債）
資産除去債務に対応する除去費用 △7,845
繰延税金負債合計 △7,845
繰延税金資産純額 53,513

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主
な項目別の内訳

（単位：％）

法定実効税率 30.6
(調整)
住民税均等割 0.9
評価性引当額の増減 2.2
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3
その他 △0.1
税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.9
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10．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社は、運転資金の大部分は自己資金で賄われておりますが、必要に応じ
て、金融機関からの借入れにより資金調達を行う方針であります。また、資
金運用については、基本的には短期的な預金等により、投融資を行う場合に
は経理規程に基づき適切な承認を得たのち、実行することとしております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金及び立替金は、顧客及び取引先等の信用リスクに晒
されております。また、投資有価証券は株式及び余資運用の債券等であり、
主に市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのすべてが１年以内の支払期日で
あり、支払期日に支払いを実行できないリスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

売掛金については、販売管理規程に従い、取引先毎に取引開始時におけ
る与信調査、期日管理及び残高管理を継続的に行い、財務状況等の悪化等
による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
立替金については、保証審査規程を整備し、保証委託契約締結時に審査

部門において審査を行っております。また、発生した立替金については、
債権管理規程に従い、早期回収を図るとともに法的手続きによる信用コス
トの抑制に努めております。

ロ 市場リスクの管理
投資有価証券のうち市場価格のない株式等以外のものについては、四半
期毎に時価を把握し、市場価格のない株式等については、定期的に発行体
の財務状況等を把握するとともに、保有による採算性等を毎期精査し、債
券については、市況、発行体の信用情報などを勘案し、必要に応じて保有
状況の見直しを行っております。

ハ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク)の管理
当社は、各部署からの報告に基づき経営管理部が適時に資金繰計画を作
成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより、流動性リスクを管
理しております。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定に
おいては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価額が変動することもあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当期の事業年度末日）における貸借対照表計上額、時価
及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券 375,099 375,099 ―

資産計 375,099 375,099 ―

(*1) 「現金及び預金」「売掛金」「立替金」「買掛金」「未払金」「未払法人税等」については、現金で
あること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載
を省略しております。

(*2) 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照
表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）
貸借対照表計上額

非上場株式 7,000
(*3) 貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記

載を省略しております。当該出資の貸借対照表計上額は30,000千円であります。
(*4) 債務保証契約については、契約上の保証料の将来キャッシュ・フローを算定し、代位弁済に係る

回収不能見込み額を控除した残額を、現在価値に割り引いたものを公正価値としております。
なお、当事業年度の債務保証契約の時価は755,561千円であります。
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（注１）金銭債権の事業年度末日後の償還予定額 （単位：千円）
１年内 １年超５年内 ５年超10年内 10年超

現金及び預金 3,268,087 ― ― ―

売掛金 254,996 ― ― ―

立替金 2,011,105 ― ― ―

合計 5,534,188 ― ― ―

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の3つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負
債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の
インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定
した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し
た時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 73,889 ― ― 73,889

社債 ― 301,210 ― 301,210

合計 73,889 301,210 ― 375,099
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場
で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、
当社が保有している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価
格とは認められないため、その時価をレベル２に分類しております。

債務保証契約
レベル３の時価として、契約上の保証料の将来キャッシュ・フローを算定し、代

位弁済発生率及び回収率を基に算出した代位弁済に係る回収不能見込み額を控除し
た残額を、現在価値に割り引いたものを公正価値としております。
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11．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、総合保証サービス事業の単一セグメントであるため、サービス別に記
載しております。

(単位：千円)
報告セグメント

合計総合保証
サービス 計

サービス別

保証サービス 3,053,511 3,053,511 3,053,511

ソリューションサービス 1,890,186 1,890,186 1,890,186

顧客との契約から生じる収益 4,943,697 4,943,697 4,943,697

外部顧客への売上高 4,943,697 4,943,697 4,943,697

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
① 保証サービス
保証サービスにおいて、主として保証委託契約者又は保証契約者に対して、家
賃債務保証、医療費用保証、介護費用保証、養育費保証を提供しております。
当該保証サービスは、保証期間において当社が保証委託者を保証するサービス
であり、保証期間に渡って収益を認識しております。
なお、保証サービスに関する取引の対価は、保証委託契約又は保証契約に従い、
概ね契約時及び契約更新時に受領しております。

② ソリューションサービス
ソリューションサービスにおいて、主として保証サービスに関連する審査、未
入金案内、債権管理支援といったサービスを提供しております。
当該ソリューションサービスは、サービス提供時点において収益を認識いたし
ております。
なお、ソリューションサービスに関する取引の対価は、契約条件に従い、概ね
サービス提供後、1か月以内に受領しております。
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（3）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロー
との関係並びに当該事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以
降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
金額

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 252,005

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 254,996

契約負債（期首残高） 964,814

契約負債（期末残高） 1,226,078

契約負債は、主に保証期間に渡って収益を認識する保証委託契約者等との保証委
託契約及び保証契約について、当該契約に基づき顧客から受け取った保証期間分の
前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた
額は、948,657千円であります。また、当事業年度において、契約負債が
261,264千円増加した主な理由は、保証サービスが伸張し保証委託契約が増加し
たためであります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の履行が見込まれる期間は、以
下のとおりであります。

（単位：千円）
金額

１年以内 1,182,841

１年超２年以内 24,094

２年超３年以内 13,803

３年超 5,337

12．関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

13．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 198円93銭
（2）１株当たり当期純利益金額 34円88銭
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14．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

15．その他の注記
該当事項はありません。
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